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第１章　行財政改革プランについて

１．策定背景

　市の財政運営の基本原則として、国立市健全な財政運営に関する条例（以下単に「条例」としま
す。）の第４条では、「将来にわたり必要な住民サービスを継続し、及び世代間の負担の公平を図
るため、収支の均衡を保持すること」や「新たな行政需要に対応できるよう、財政の弾力性を確保
すること」などを定めています。この原則は、将来世代に負担を先送りせず、時代の変化に柔軟に
対応できる持続可能な行政運営を求めています。
　近年、私たちを取り巻く環境は急速に変化しています。コロナ禍によって働き方、暮らし方、コ
ミュニティの在り方が大きく変容したことや、物価高騰の長期化による市民生活及び行政運営
への影響など、従来とは異なる課題も生じています。こうした状況下において、行財政需要にも
変化が見られ、持続可能な行政運営がより重要視されており、限りある資源を最大限活用し、将
来にわたって住民福祉を向上させるためには、市全体で行財政改革を推進していく必要があり
ます。
　そのため、国立市第5期基本構想第3次基本計画の策定に併せ、令和２（2020）年に策定した
「国立市行財政改革プラン2027」の見直しを実施し、「市民が安心して暮らせるとともに、魅力
的なまちづくりを推進し、将来にわたって質の高い市民サービスを安定的に提供すること」を目
標として、市全体で各種取組を推進していきます。

２．行財政改革の必要性

　市の財政状況は現在構造的な課題を抱えており、非常に厳しい局面にあります。義務的経費が
増加し続けていることに加え、物価高騰により物件費（委託料等）や普通建設事業費等も増加し
ている一方、市税を始めとする収入の増加が追いつかない状況であることから、経常収支比率が
非常に高い水準（99.0％）で推移し、財政の硬直化が深刻な状況です。さらに、市の「貯金」である
財政調整基金も急減しており、前年と同じ規模の事業を維持することさえ困難な状況に陥って
います。
　条例は、義務的経費、補助金等、使用料等の定期的な見直しを規定していますが、それを実行す
るだけでは不十分で、あらゆる観点からの行財政改革が求められています。業務の合理化、受益
者負担の適正化、未利用財産の活用、歳出抑制に向けた不断の努力とスクラップ＆ビルドの推進
など、多方面から取組を推進する必要があります。
　今後、長期的な視点では高齢者人口の増加など社会保障費を中心に行政需要が増加するもの
と推測されます。一方、市税収入は、当面、給与収入の増加などの要因により増加していくと見込
んでいますが、将来的な生産年齢人口の減少に伴い、減少することが予想されます。収入は減り、
支出は増えるという予測を踏まえ、持続可能な財政運営のために、今、手を打たなければなりま
せん。

　他方、行政ニーズに応える原動力となる市職員の確保も厳しい状況にあります。生産年齢人口
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の減少に伴う採用競争が激化していることに加え、転職市場の活性化により地方公務員も若手
を中心に転職による普通退職者が増加しており、職員を確保し、定着させるためには、誰もが働
きやすく、やりがいのある魅力的な職場を作る必要があります。
　同時に、時代の流れに即して業務を見直し、デジタル化、民間活力の活用、広域連携などの手法
を用い、職員一人一人が力を発揮できる環境を作り、限られた人員でも最大限の成果を出せる組
織へと変革しなければ、行政運営を持続させていくことができません。
　このような状況を踏まえ、行財政改革を一層推進する必要がありますが、この行財政改革は、
市役所内部で完結するものではなく、市民、議会との対話と協働を通じて進めていくべき取組で
あり、その方向性と内容について本プランを通じて共有してまいります。

３．これまでの取組

　平成28（2016）年度に「国立市健全な財政運営に関する条例」を制定し、引き続き健全で規律
のある財政運営に取り組むとともに、平成30（2018）年２月には、「職員定数及び時間外勤務時
間数の適正化計画」を策定し、職員定数、時間外勤務時間数の抑制に努めているところです。ま
た、事務事業評価による事業のスクラップ&ビルドや、システムの入替等による業務の効率化も
引き続き進めています。
　長年見直してこなかった使用料・手数料についても、見直しを進め、令和２（2020）年４月に
改定を行い、以後定期的な見直しを行っております。
　令和２（2020）年４月に策定した「国立市行財政改革プラン2027」は、財政改革の視点だけで
はなく、委託化やICTの活用などの行政改革の視点も取り入れた計画として、第5期基本構想第
2次基本計画と同時に策定しました。
　しかし、策定直後にコロナ禍が発生したことにより、思うように行財政改革が推進できなかっ
たことを受け、令和６(2024)年９月には、「令和６年度行財政改革取組方針」を策定し、「国立市
行財政改革プラン2027」に掲載している取組について、直近の状況を踏まえつつ、より詳細な
取組の方向性を示しました。また、「令和６年度行財政改革取組方針」を踏まえ、令和６（2024）
年度に実施した一部取組については、令和７(2025)年度当初予算に反映し、行財政改革を推進
しました。
　今回、「国立市行財政改革プラン2027」の策定から約４年が経過し、策定後に生じたコロナ禍
や物価高騰による社会・経済状況の変化を加味した実効性のあるプランを作成することで、第５
期基本構想第３次基本計画が目指すまちづくりを支えていきます。

４．計画期間

　第５期基本構想第３次基本計画に連動した計画とするため、令和８（2026）年度から令和11
（2029）年度までの４年間を計画期間とします。

１．財政状況

　国立市の財政状況は、令和６（2024）年度決算の歳入から見ると市の歳入の根幹である市
税が、個人市民税及び固定資産税等の増により、過去最高の約161億2,000万円となりました
（図表1）。また、税連動交付金は、景気動向等に伴い株式等譲渡所得割交付金が前年度と比べ
１億4,200万円の増となるなど、軒並み増となった影響により、経常一般財源等1は前年度比で
+4.6%となりました。一方、普通交付税は２年連続で不交付団体となりました。
　歳出では、扶助費、人件費（図表２）等が増となりました。この結果、義務的経費2（図表３）は前
年度比で約11億9,400万円の増となりました。依然として義務的経費が高い水準で推移してお
り、今後も厳しい財政運営が予想されます。中でも、人件費については、職員定数、時間外勤務時
間数及び非正規職員比率が、そのすべてにおいて他市の水準よりも高い状況となっていること
から、「職員定数及び時間外勤務時間数の適正化計画」を策定し、改善に取り組んでいます。

第２章　国立市の現状

1	 市税などの「一般財源」のうち、その年度のみ、期間限定など臨時的に収入されるお金ではなく、毎年、経常的に（事
業の有無にかかわらず）収入されるお金のこと

2	 法令又は契約上、毎年度義務的に支出が見込まれ、行政の裁量の及びにくい人件費、扶助費、公債費の合計
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　市財政に大きな影響をもたらすふるさと納税制度による市税収入の流出については、図表4
に示すとおりです。全国の自治体の返礼品やポータルサイトの充実に伴って、年々その市場規模
は拡大する一方、過熱する返礼品競争を適正化するため、国による度重なる制度改定が行われて
います。結果として、市への寄附はほぼ横ばいで推移していますが、市民が他自治体へ寄附する
ことによる税額控除額は拡大を続けており、差引収支額は令和6（2024）年度には約4億1,100
万円の「赤字」となっています。

　財政の弾力性を表す経常収支比率3（図表５）は、人件費や扶助費の増等により前年度比0.1ポ
イント悪化し、99.0％となりました。近年は100％近くで高止まりの傾向が続いており、財政
が著しく硬直化している状態となっています。

　基金（図表6）は、令和6（2024）年度の基金全体では、積立てが10億7,914万円、取崩しが13
億230万円で、差し引き2億2,316万円減となりました。財政調整基金は積立てが3億3,596万
円、取崩しが6億円でした。また、特定目的基金は積立てが7億4,318万円、取崩しが7億230万円
でした。その結果、令和6（2024）年度末残高は、財政調整基金が19億7,410万円、特定目的基金
が50億2,409万円となりました。
　市債（図表7）は①一般会計事業債、②一般会計赤字地方債、③下水道事業債のうち①が増と
なった一方、②と③は残高が減少しています。一般会計（①②）と下水道事業特別会計（③）を合わ
せると、市全体の市債残高は175億970万円で、令和5（2023）年度末の175億819万円に比べ
151万円増えています。

　令和7（2025）年２月作成の中期財政収支見通し（図表8）では、令和8（2026）年度以降いず
れの年度においても約11億円以上の財源不足が見込まれています。そのような状況の中、超高
齢社会を迎え、今後ますます扶助費や繰出金が増えていくことが予想されるほか、公共施設の老
朽化対策やふるさと納税による市税流出等の課題も山積しているため、財源確保及び経費削減
について一層努めていく必要があります。

3	 その年度における経常的な収入（市税、地方譲与税及び税連動交付金等）に対する経常的な支出（毎年必要になる経
費）の割合で、この数字が低いほど自由に使える財源が多く、財政の弾力性があるなどと表現される。
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２．職員及び組織運営の状況

　市の行政を担う職員の人数について見ると（図表９）、業務量の増加に対応するため増加傾向
にあったため、市では平成30（2018）年2月に「職員定数及び時間外勤務時間数の適正化計画」
を策定し、10年間で40人の職員を削減するという目標を立てました。翌令和元（2019）年に職
員数は若干減少し、さらにその翌年からコロナ禍が発生したことにより職員数は減少から再び
増加に転じ、現在に至っています。
　職員の入職と退職のバランスについて見ると（図表10）、定員管理計画に沿って必要な職員数
を確保するために採用活動を行っていますが、特にここ数年は他の自治体や民間企業との採用
競争が厳しさを増しています。退職者については、定年延長により2年に一度しか定年退職者が
発生しない一方、普通退職者が増加傾向にあり、特に令和6（2024）年度は25名と急増しました。

　しかし、実際に勤務している職員の人数については、他団体への派遣者や休業者の人数を考慮
する必要があります。特に、育児休業取得者数（図表11）については、法律や制度の改正、ワーク
ライフバランス要員4の配置等により仕事と育児を両立できる環境の整備が進み、取得率の伸び
に応じて人数も増加しています。
　また、メンタル不調の増加等に伴い病気休職者数（図表12）については近年特に高い水準で推
移しており、退職と採用のバランスによって一時的に欠員が発生していたりするなど、実際に勤
務している職員の数（稼働職員数）は横ばいから減少傾向にあり、各職場においては、増え続ける
業務量に対して職員が不足しているという状況にあります。
　時間外勤務時間数（図表13）については、令和２（2020）年に新型コロナウイルス感染症の急

4	 長期の育児休業取得者の代替として配置する正規職員のこと。従前は育休の代替人員には原則として臨時職員を
充てていた。

激な感染拡大の影響で既存業務の一部を休止したこと等により一時的に減少し、その後通常の
業務を再開する中で再び増加に転じ、令和３（2021）年の時間外勤務の上限設定導入以後も依
然として増加傾向にあり、業務の効率化が急務となっています。
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　会計年度任用職員（図表14）については、地方公務員法の改正により令和２（2020）年に制度
として導入され、その後期末手当及び勤勉手当の支給が開始されました。窓口業務や相談業務等
に多く従事し、活躍している一方、人数が増えたことによる人件費の増加や、各課における採用
や労務管理のコストの増加など、課題も生じています。

　「職員定数及び時間外勤務時間数の適正化計画」においても指摘しているとおり、職員数、時間
外勤務時間数及び会計年度任用職員数のいずれもが近隣他市に比べ高い水準となっており、結
果として人件費が市の財政に占める割合が高くなっているという構造的な課題が発生していま
す。業務量の削減と人材育成、人事制度改革、自治体ＤＸなどを組み合わせ、人件費を抑制する必
要があります。

　一方、生産年齢人口の減少に伴い、職員の年齢構成にも変化が見られます（図表15）。平成27
（2015）年に比べて、20代の職員が減少し、40代の職員が増加しています。これは、わが国全
体の人口動態の影響に加え、中途採用で入職する、ある程度の社会人経験を積んだ職員が増えて
いることも一因と考えられますが、これからは「新卒で入職し、定年まで勤めあげる」ことが当た
り前とならないことを踏まえ、職員の入れ替わりがあっても持続可能な組織となるよう改革を
推進することが必要です。
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　ここまでの数値の推移が示すように、国立市の職員を取り巻く状況は近年大きく変化してき
ています。また、社会全体の動きとしてもワークライフバランスを重視する労働の在り方への転
換が求められ、奇しくもコロナ禍を契機としてリモートワークやWeb会議といった新しい働き
方が浸透しました。
　持続可能な組織運営を行い、今後も市民サービスを維持、向上させていくためには、時代や社
会の急速な変化に適切に対応できる組織へと変革していく必要があります。

取組方針１「業務の合理化」（ｐ.222 ～ｐ.225）

　行政事務の効率化を図り、市民と職員の双方の負担を軽減するための取組を進めます。デジタ
ル技術を活用して既存業務の合理化を行い、職員が職員にしかできない業務に集中できる環境
を整え、市民サービスの向上を目指します。また、事務事業やイベントについては、評価を行った
上で時代やニーズの変化に応じた見直しを行います。

取組方針2「組織運営基盤の強化」（ｐ.226 ～ｐ.231）

　転職市場の活性化に伴い、職員の確保やモチベーション高く働くことができる魅力的な職場
づくりを推進していきます。
　また、職員の能力向上を図り、限りある人的リソースの中で効率的に業務を遂行することがで
きる組織を構築します。
　さらに、多様な働き方を前提に、欠員の発生による組織力と生産性の低下を防ぐため、産休・育
休等に対応する柔軟な人員管理や臨機応変な業務分担ができる仕組みづくりを進めます。

取組方針3「公共サービスの最適化」（ｐ.232 ～ｐ.238）

　多様化する市民ニーズのすべてに行政が直接対応していくことは困難な状況にあります。民
間にできることは民間に委ね、市が重点的に取り組む事業への職員配置を行っていく必要があ
ります。
　また、指定管理者として公の施設の運営を行うなど、市と協力して事業を推進する外郭団体等
への人的・財的支援の検証を行い、お互いに適正な運営体制を整えるため、双方が一体となって
改善を進めていきます。
　さらに、社会状況の変化を踏まえ、各公共施設の在り方やサービス水準を改めて検討し、見直
しを実施することで、公共サービスの最適化を実現していきます。

取組方針4「財政の弾力性の確保」（ｐ.239 ～ｐ.245）

　少子高齢化の進展による社会保障費の増加、公共施設マネジメント等、市を取り巻く中長期の
財政は厳しい状況にあります。上記３つの取組方針に加え、引き続き安定した財源及び新たな財
源確保に努めることで、将来世代に責任を持つ持続可能な財政運営を行っていきます。

第３章　行財政改革の取組方針
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第４章　行財政改革の具体的な取組
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